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国公有財産制度・公物都度に関するフランスの動向

公的貯産一般法典の意義公的財産一穀法典の概要国有財産管理に関する諸政策
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本法への若干の示唆
参考資料富有不動産に関するこ
00
六年二月二二日開議
決定の要旨
B
近時のわが国では、国有財産の有効利用に向けた法改正や運用の改善がなされており、実務上の議論も活発に
なされている。法令としては、特に、平成一八年四月一一一日に「国有財産の効率的な活用を推進するための固有封産法等の一部を改正する法律(平成一八年法律三五号こが成立したことが注目に誼する(公布は同年酉月二八日)。この点 事憶はフランスでもほぼ同様であり、類似の問題意識から法改正等がなされている。その中核的
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である。そこで本稿では、罰法典による改正点を中心に、富有財産の有効利用(ないし資産錨
( P
な存在が、同じく二 
OO
六年四月一一一日に制定された公的財産一般法典
値の向上)に関するフランスの法制度と実務の動向を概観することにしたい。
わが国では、公物理論や公物法制について
フランス法の紹介を含めて、少なからぬ研究成果が蓄誼領されて 
1 
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いるが、国有財産ないし公有財産の管理という観点からの考察は少なく、とりわけ学界における国有封産法への関心は、実務のそれに比べて著しく低いものであった。また、国宥財産が考察の対象とされる際にも、これまでは財産法的観点から論ぜられるにとどまっており、予算会計制震を含めた財政法全毅との関係から考察を行うという問題意識は乏しかったといえが)。こうした事情に鑑みて、本語は、フランスにおける最近の動向を紹介しつつ、既存の研究成果を祷完するための素材を提供するこ を目的とする。同時に本稿は 行政運営の効率性や公私協働(民間資本の活用等)
のあり方を追究するガバナンス研究の一環をもなしている。
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もとより、本論で述べるように、
フランスの国公害財産制度の改革は広範な額域にわたっており、しかも本稿
C E 5 5 m )
執筆段陸では改革の途上にある 
c
したがって、本稿ではすべての改正点を網羅的に紹介することはできないので、
今後必要に応じて追加していくことにし、また靖勢によっては本積で述べた認識が修正される可龍性があるこを、あらかじめお断りしておきたい。その意味で、本稿は、暫定的かつ程雑な覚書きの域を出るもので誌ない。
叙述の順序としては、
フランスの状況として、新法典の概要等を述べたうえで(一 
1
ニ)、新法典の局辺に企 

置する実務上の動きを概観し(三)、あわせて国右財産管理に関する行政組識に言及する(西)。そして最後に、
わが菌の法制震の検討に向けて若干の示唆を述べ ことにし い(色。
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フランスでは、公的財産一殻法典はしばしば〈 
と略記されるが、本議では、再典を「薪法典」と略記する場合
がある。その他のフランスの法令を再度引用する擦には、「二 
00
一年組識法律」のように、原則別として年号のみで略記する。
なお、新法典の規律の対象としては、毘有財産のみならず、地方公共司捧の公有財産や公施設法人が有する財産も含まれ、
公法人(℃  
020
ロ 
℃
の震産全般に及んでいる。したがって、本積の一およびニで述べるところ辻、すべての公的
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国公有封産制度・公物鵠度に関するフランスの動向
財産に妥当するが、本稿の三以下では、主として居有財産を攻、り上げることにする。
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フランスの公物法については、木村「港湾の公物法上の位置づけについて」千葉大学法学論集二 
巻二号(二 
五年)
二三三頁以下、関「フランスにおける公物剥震の議能的分析||港湾関係法制を素材とした文献等の紹介」千葉大学法学論集 一 一  
O
巻一号(二 
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五年)一三三夏以下、およびそれらに引用された諸文献を参揮。
( 3 ) 	
学説の状況については、木村「国有財産の管理委託に関する一考察||港湾管理を素材としたガパナンス研究」千葉大学
法学論集二 
O
巻四号(二 
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五年)一四七頁以下を参頭。本稿では、国有叫財産法および公物法に関しては最小限の文献を引
CO
思するにとどめるので、国有財産法に関する数少ない先行業績を含めて、間論文および詰註に掲げた文献等を適宣参照ねが
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いたい。  
( 4 ) 	
前注の拙稿は、国有財産管理について 管理委託の割震を素材にしながら、公金管理との関連牲 含めて考察する試みの一部である。  
( 5 ) 	
新法典に関しては、筆者はすでに、木村「現北行政における経済性の意義(一 
)111
法的観点からのパブリック・ガパ
ナンス論の試み」自治研究八二巻入号七回 (未完)において、若干の詣請 行ったうえで、公法一一般理論における笠置づけを断片的に述べて るが、この点は踏の機会 祷充 こと した 。
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本語は、二 
六年九丹に筆者が行った、フランスの財務省在税総局およびコンセイユ・デタにおける関取り課査をもと

にしている。と 
りわけ、叫財務省のピエール・プラン氏  
( Y H 2 2 2
国三口)から多くの情報提供を受けた。なお、同年七月には、

フランス財務省から〈国有需産の資産筒値向上〉に関する調査団が来日し、筆者も意見交換を行ったところであり この問
題に対する時国の関心の高さが窺える。
公的意産一設法典の意義
新法典の具体的な内容をみるに先立って、新法典の制定の経緯と、同法典の形式的な諸要素について、ごく箆
単に説明しておくことにしよう。 
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新法典制定の経韓
国公有財産、すなわち行政主体の所有に属する〈公物(込 
巳 
の)〉と〈私産(込  
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〉に関し 
て 辻 、
一九八六年にコンセイユ・デタの報告書がその改善の方途について包括的に論じたのを契機として、
九
九一年以降、
コンセイユ・デタの裁判官であるマックス・ケリアン
( 豆 長
を中心とした作業グループ
が組織され、各省庁の代表者を交えて、
一九九九年には一応の検討作業を完了している。その一部は一九九四年
の国有財産法典改正(一九九酉年七月二五百法律九回・六三一号)に反映されており、公物に物権を設定することを可能にする規定などが盛り込まれた。それに続く起草作業の結果として、新法典が完成したわけである。
実際の作業としては、財務省の租税総局 
652-855E
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宮忘  
の国・有財産法典改正作業グル:
一】 
プが起草し、
コンセイユ・デタとの協議のもとに策定された。
コンセイユ・デタの意見による大きな修正点とし
ては、法典の体系と公物の概念がある。また、具体的な制震として、事前公用震止などはコンセイユ・デタのスタッフによって提案されたといわ る。これらは、
コンセイユ・デタが従来の判例政策の限界を認識し、立法に
よる解決を志向した結果である。外国法としては、日間じくフランス語圏であるベルギー法が主に参照されたが、憲法読やコンセイユ・デタの判例に荻拠し がら
フランスに酉宥の解決を留ったところが多いといわれる。組
方、政府全棒の故策としては、後述の〈昌有不動産の政策的動態化(身
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的な規定を置いている
一一二三条の一六三ただし、河川国有財産法典との関係では、例外的に僅別的な規定
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三年七丹二日法律二
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作業が難航したため、
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予定である。
公的財産一般法典は、これまでの国有財産法典と同じく、財産管理(民
に関する一般法典と
いう体裁を保っており、公物警察(℃
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汁)を置き換えるものであ
が、国有財産に関しては、ほかに河別居有財産法典
三吉江主
2 )
をはじめとした関孫規定の参黒を求める形で、包括的な規律をしている(新法典
L
( 二
八九条、二
OO
OO
三八条に基づき、ほんらい法律事項に屠することがらを、国会の授権法律 
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五・八四二号)四八条)。
公的財産に関する一般法典としての意義
薪法典は、公的財産に関する〈一般〉法典という体裁を取っ
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の規律も存在しており、新法典は後者の藷規定とその改正規定を取り込んでいる。また、地方公共団
体の有する公有財産など、国以外の行政主体が有する財産につ ても、地方公共団体一般法典 
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も取れノ込んでおり、司法典 残ちの規定は 今後制定される交通法典
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自 己
。)については原期として規律していない。この結果、
公物警察は、もつばら嶺別法令(落湾法典や杭空法典、地方公共団鉢一殻法典など)において定められるところに
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よる。実際上、公物警察については各省の専門技術的な知識に委ねられるところが大きいことが考嘉されている。E B )
①新法典の体系新法典では、公法人の所有権を一体的に捉えるという理念のもとで、取得・管理・譲渡
M E S E - 2 2OO
の手続に即した配列をしており、これらが第一一編から第三編を構成している。続く第四一編は、地方公共団体や公施設法人の所有物に関する規定、第五一掘は、海外領土に適用される諸規定を記している。もともとの財務省案では、伝統的な意産の種別に却した体系、すなわち公物と私産を大別する 加が取られていたが、コンセイユ・デタの意見を受けて大きく修正されところであ号、所有者としての立場から公的貯産に共通す 規範を設定すると
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いう視点がいっそう明確にされた。
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て、田昌有財産法典の〈政令の蔀〉辻段階的に廃立 紅る 

新法典の〈政令の部〉は、二 
七年中仁、コンセイユ・デタの諮問を経て制定される予定である。条文の数
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程度になる予定であり、〈法律の蔀〉とあわせて大法典が完成することになる。
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かれている。なお、公的財産一般法典が〈信産管理》に関する一般法典であるとはいっても、わが国におけるような公物管
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理と財産管理の立分が採出府されているわけではなく、実務担当者も新法典は、他の公物管理法令に対する意味でも〈 的財産の一段法〉の性格を有する、と述べている(五②以下をも参思)。
旧国春財産法典の編別は、第一一編「一般規定」、第二編「叫財産の管理」、第三編「叫財産の譲渡」、第四編「倍別規定」であり、
各一掘に公物と私産に分けて規定が量か た。
本請において条文に付した〈 
は法律の部、〈豆〉は政令の蔀の意味であり
、憲法三西条・三七条に基づいて事項的に豆
分されるが、回国有財産 の法律の蔀の規定が新法典では暫定的に政令(デクレ)として援われる場合がある。なお、以下
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として不均衡であるところもあるが、便宜的に本文のように訳出しておく。
旧国有叫財産法典の位量づけにつき、木村「港湾法令の体系化の試み 
フランスにおける法令集の編集作業をめぐって」
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の改正につい は、小暗純子「公物の有効利用と公物占有理論」上智法学論集四一巻三号(一九九八年)三三頁以下で扱わ
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〈論 説〉 
の条文は、特記なきかぎり、新法典である公的財産一般法典のものである。公的財産一般法典の概要
新法典の眼昌として掲げられているのは、①一行政財産ないし公物の範囲を明確にすること、②公的需産の管理
に柔軟性を与えること、③公物の出有に関する規範を拡充すること、の三つである。全体として、伝統的な公物法理の規律と射程を相対化して、公的訪産の〈資産価笹の向上(〈号号色。 
D P S E E - D 5 )
〉を図るという方向性
が示されている。以下では、新法典のこれら三つの改正点について、頼に概略的に述べ ことにしよう。
同公物概念の明確化新法典の起草者は、公物の定義を明確にすることに努めたが、同時に公物の範囲を課定し、私産の領域を拡充
していることから、新法典は国公有財産の〈私法化(ロ号邑
ω主 
〉を函ったともいわれる。すなわち、公物と
S )
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該財産の性質・目的に照 して私所 権に寂さない財産」という抽象的な定義をするにとどまってお号、その範囲は判傍の形成に委ねられていた。これに対して新法典は、まず不動産公物(乱。ヨき
5
℃己主 
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ては、これまでの判例を基礎にしながら、当該財産に対して公役務の執行に不可欠な整備 
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ωち 
がなされること、または当該討産が直接公衆に供用されていることを、公物として認められるための
京期的な要件とした。すなわち、「特別の法律 規定がある場合を捺き :::公法人 公物辻、当該公法人に帰属する財産のうち、公衆の直接的な使用 供されるも 、または、公役務に供用されるもので、当該公役務の任
8 

け
EE
E e ω '  
国公有封産髄度・公物制度に関するフランスの動向
(SEE 務の執行のために不可欠な整錆の対象とされるものによって構成される」という定義規定が設けられている(L一一一一一条の一)。ただし、森林や林道等については、従来の判例および個別法令にならって、例外的に私産とし
℃宮山富宮山吉  
同毛
を具体化するために不可欠な整舗が、確実かつ効果的になされることを要する」と記されていぶ
ES
R E )
( L
て扱われる旨が明示されている 
コ二二条の二)。ちなみに、前務省租税総局の通達には、「単に特加な整犠がなされるだけでは公物の認定に不十分であり、当該財産の公役務への供用
また、国と冨の公雄設法人の庁舎など、〈事務所の用に供する不動産 
〉
( E25550Z53ugm
宮 門 戸  
OE52M)
については、すでに二 
OO
四年八月一九日オルドナンス(二 
OO
四・八二五号)に基づく国有財産法典改正(L二
条第二文)によって、公物た 財産と不可分一誌となっている場合を除いて、私産として扱わ こ とされて庁舎は私産とされるが、市役所の結婚認証式居 部屋、裁判所の法廷、軍事用地と一体 評価できる軍事庁舎など、公役務に不可欠な整備を要する建物は、公物として扱われ
地方で新法典は、文化的財産等の保全を国るために、動産公物(含言己完℃ 
CEn50Z
言)の定義も与えている
( L 一 一 一 一 二 条 の 一  
)D
その判断基準としては、当該動産が公役務に供用されていることではなく、歴史的・文化
的・学衛的観点などから公益的性格 認められることである。新法典は、博物館の収集物や古文書など一一の動産を列記しているが、これ は摂定列挙で誌ないと解されてい たがって、従来 判例と同様、列記された動産以外の動産に公物としての性質を諺め ことは可能であるが、判例上公物として認められた動産がほぼ網羅されているので、実質的には限定列挙に近いといわれる。今後、博物館に収集され 昆虫 標本などについて、問題が生ずる可諮性があるとされぶ。なお、通常の行政文書については 公物に含ま ず 新法典 規律は及ば
M G
いたが この原期が地方公共団体 場合を め 一般化された(L一一二一 条の一第二文)。たとえば、通常の市
o
9 
〈論 説〉
ないと解されている。
新法典が公物の範囲を限定する側面として、このほかに、〈潜在的公物の法理(丹 
号含 
巳 
℃ 与  
n f p )
} 5 5
〈- 2 5 - Z )
〉を排除したことがあげられる。これまでの判例上は、将来的に公役務や公衆に侯される予定が
ある場合には、同法理によって公物法上の諸原則が適用され、わが国の予定公物に類する扱いが認められていたが、新法典の立法者は、外延が不明確で公物制度の安定性を欠くことから、公物性は極力客観的に認定すべきで
S H E -
あるという考え方のもとで かかる法理を否定している。これ辻、新法典の条文上は明確 されてい会いが、大統領宛の説明文書において一不
( 2 D E
同公物管理の柔軟化公物管理の柔軟化辻、次の三点において顕著である。まず第一に、不動産公物の事前吊途麗止(己主言語 
片
g z g
言 己  
の制度が採用されたことがあげられる。従来の考え方によると、〈公物の不融通性音色合与巴けが)〉の
原鄭から、当該財産が公益 ために供用され続けている ぎり、私産への種別替えの対象にはなりえないと解されていた。新法典も、「公役務に供用されてい :::公法人の封 は、用途麗止を確認する行政的決定以詩、公物から除外される」という涼期を提げている 
( L
二四一条のこ。ところが新法典は、その原期の例外として、
公用廃止(巳宮山容の  
戸)が事誌に決定されること、公用廃止が一定期間(原周として三年以内)になされること、
売買契約において解除条件 
吾ロ芯 
言)が明記されること、
一定期間に実際上の公用露止(当該財産の
引渡し)がなさ ること、という要件のもとで、この原期を援和し 事前の用途廃止 認めている 
二国一
条の二)。予定された期間が経過した場合には、契約の解除が可能であり、買主は摸害賠償を請求することがで
v g
E
O B E E E b
( L 

SS 

E 
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七 
。百円{がけが)
国公有財産鰐度・公物鰐震に関するフランスの動向
きる。その適用範囲は、国と国の公施設法人の財産に限られており、地方公共団体や地方公雄設法人には適用されないが、こ 制度によって、実際上の供用瑳止に先立って対舗の支払いや建築許可をすることが可龍 なり、特に公役務の事業用地を変更する場合に活用できると考えられ いる
)O
第二に、同じく公物の不融通性の原則に対する例外として、新法典は公法人相互間での所有権移転(号皇位。号
の制度を採用し、公役務の継続性が確保されることを要件として、譲渡契約ないし交換契約の可
能性を認めている(L一二一一二条の一、開条の二)。また、公役務の執行の条件を改善するためであれば、公の有する私産との交換もできる とになった(同 子。いずれの場合にも、種別替えは不要である。
巳22
ロ 
ロ2 )
が肯定された。従来の判例は、公物に編入され
ZE
SE25
第三に、公物上の合意的地役権(誇
る弘前から存在していた地役権に謀って、公物の侯用を害さないと う条件のもとで肯定していたが、公物の不融通性との関係で議論が続いていた。薪法典は、公物一裾入後の場合を含めて、当該公物の供用巨的に反しないかぎりで、地役権の設定を一般的に承認した 
( L
二二二条の図)。この制度は、ある公物が公物と私産に分筆され、
後者のみが譲渡された場合や、公物たる土地と総隣接する弐有地 あわせて有効利用を図る場合などにおいて利点があるとされる。
以上によって、伝統的な公物の不融通性が修正され、とりわけ右の第一点と第二点により、
いわば〈公物の売
却可能性》が設定的な形で肯定されたことになる。
公物の占宥に関する規範の拡充
国公有財産の経済的缶値の向上を図るための前提として、新法典は、公物占有に関する一般ま理を明文化して
11 
〈論 説〉
Z12t L いる。すなわち、占有者が占・有権原(吾
5 )
を取得する必要性、公物占在の一時性(胃宵主芯)、占有権限の撤回
可能性々を
0 2 σ
吾小)、という三つの原則が掲げられた  
二二二条の一から一二)。これに対して、・占有権原の一
A
身専麗性や料金徴奴の原則は明示されていないが、料金徴寂が不要となる場合が列記されている 
二二五条 
の一、同条の三)。
さらに個別的な規定として、国有財産の取得や売却に関する規定の整備を匿ったほか 
一一一一条の一以下、
三二一一条の一以下)、公物占有に捺しての物権設定 を充実させている。このうち公物上の物権設
( L
定については、一九九四年の国存財産法典改正によっ 、伝統的な公物の不可譲渡性の原期を緩和して認められるよう なったが 
三四条の一第一段てその権利の性質については、工作物にのみ物権が設定できるという解
釈と、敷地に対しても物権が設定できるという解釈が対立しており、文言上は前者の解釈も或ち立ちうるところであったが、実務上は後者の解釈が採用されていた(一九九五年五丹六自政令(デクレ)九五・五九五号参距)。そこで新法典は、・占有者の享受する物権として、工作物に対する物権のみ らず 敷地に対する地上権(己 
門戸め
さ宮昆立。)が含まれることを明らかにしたうえで 適患される規範を明確にしている 
一二二二条の六から入)。 

また、地方公共団体の所有す 公物についても、一九八八年以来認めら ていた永代賃借権(ぎロ 
。 同 ロ 
  
告。)に加えて、物権の設定が可能であることを明らかにした 
二二二条の二  
。

( L
その他の改正点
新法典による主要な改正点は在に示したとおりであるが、これ以外にも多岐にわたっ 田国有財産法や判例の
宝
原理が修正されている。自に付く範囲で掲げておこう。
( E
O ) ( L
( L
( E
5P
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国公有財産制度・公物鰐度に関するフランスの動向
れた(L二三一二条の四)。これは、徴収の平等を確保するための措置であるともいわれる。
( 2 3 3 U
吾ヨ
SEEEE
( B E E - 0 5
号 
公共団体の〈自由な行政(ロ
σ 5
包 
ロ)〉の原期(憲法七二条)に反するという批判もあった。そこで新法
B S E 2 )
②
③ 
 ① 

争訟制度等
薪法典は、公的財産の訴訟における行政裁判所と司法裁判所の管轄区分について、明確化
を囲っている
一 二 一 二 三 三 二 三 二 = 二 の 一 て 、 問 条 の 二 、  
一三一三二条の一)。これまでの判例では、公物収入の金額に関する訴
L
訟は、法令の適用に関するかぎりで司法裁判所 管轄 るとされていたが、新法典はこれをすべて行政裁判所の管轄として二冗化している。また、国の公物収入に関する規定を、原則黙として租税一般法典 
号忠忌邑
( h o
号三塁忘  
Z )
および租税手続法典 
( F 2 2 ι 2
胃
ο忠告  
z m r n
と2 )
に合わせることにした(L一一一三二条の一以下)。
なお、国有公物上の料金債権に関しては、すでに五年の時効が定められていたが、公有公物上の出演権に関して
O
は、破致院が三 
年の時効を認めたことを受けて、料金徴収の時効が五年と定められ 医有公物との均衡が図ら
無償譲渡
新法典は、無償譲渡 
哲三己一汁)が禁じられるという諒期を掲げたうえで、例
外的に私産 る動産を無償譲渡できる場合があることを認めた 
c
すなわち、外国との協力協定に基づいて自動車
を他国に譲渡する場合、靖報機器を学生団体に譲渡す 場合の二つであり、加盟…償譲渡はこ らの事由がある場合
供用変更
)0
従来の判例が認めていた法理を明文化した規定として、供用変更
ある。供用変更とは、地方公共団体の所有する財産について、国が公益上の理由から一定の供用ないしその変更を命ず 制度であり、判例によって確立されてきたが 従来は個別の法令の根拠のもとで個別的 規律されてお典は、供用変更に伴う地方公共司体の損害賠漬請求権などを含めて、そ 手続的な要件等を明 化した(L二一り、旧国有叫財産法には概括的な規定があるにすぎなかった(L三五条)。また近時 は、供用変更の髄度は地方に誤られる(L三一一一一条 一人以お  
( L
が
13 
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℃
町 一 色 何 回 江 〈 ⑦
門 円 己 打 。 { 凶 内
U M H A
山 口 小 一 「 釦 } 乱 。
- m H U H - O U H - - b R r
門- o m w
O H H
ロ め
m
山間
』 ・
0
・ 門 戸
CNNm
円 〈 ユ 一
℃- A
山C H a - - X
げM 2 0
ロ 。
N0
・従来の判例につき、
二三条の四以下)。
(Um - S H CEnpHN2
( 1 )  
豆円。丘一言問州合同伝言
ζ25
志 
ロ 
門戸。(い己 
主 吋  
0
・ 
( 2 )  
公物の範囲に関する従来の判傍、庁舎を私産とする二 
四年の法改正については、木村・前掲千葉論集二 
巻一号二四
五頁以下を参照。 	
ロ 門 戸 己 ⑦
m r
庁舎については、 九世紀の学説上は公物としての笠賞を否定する見解が有力であった。ところが二 
世紀に入って、公
v - F
物の標準を公役務への供用と解する学説が主流になって以来、庁舎等はほぼ異論なく公物として認められるようになったが
(2
・ 
円ミヨ当初冨ミ・言語 
・ ち  
- Z H )
、その一方で、持別の整備を必要としない建築物(公務員宿舎など)
について
22-Z5--2(
(vh =EM
は私産として扱う判例も存在してお号、公物の外廷が不明確な状態であった
(2
・ 。 ・ 】  
品 
言。冨只三宮互可。円
o E H N A
℃
PU C H 1
・ ℃ ・  
2 0
一 
F
25
∞ 戸  
Zcim p
〉 』 己 〉 冨 ∞ 戸 ℃ ・  
2
∞ ) 。 二  
西年の法改正によって、庁舎等は原賠として私
凶
F o p - N 2
u z σ
産として扱われることが田明らかにされたが これはいわば一九世紀の学説が復活したことを意味しよう(自本においても、類訟の見解があった につき、間前二三コ一頁を参照)。
gmZH
ρ c m
( 3 )  	
従来は、判例上、絵画や楽器などの動産についても公物としての性格 認める慨があったが(の・ 
育 め  
戸 芝 居 自
己 
ぬ か  
55-
号
ω
弘主円 
リ 苛 口 、  
H J H N 2
・ZZ2
℃・認。)、明文上の相根拠は存在しなかった。他方、
コンセイユ・デタ
( E t b
h u - - C H 1 	 c a i o o
の創刊倒上は、靖報機器は公 に屠しないという暫断が示されていた
( ( い 開  
∞
E m t N c o p
〉 可 。 ℃  
三 門 戸  
三 タ  
・ お ∞ ) 。
( 4 )  
河 川 凶 ℃  
仲卸己苛片山山由一色。豆島 
山 
ロ 
一『巴
ω
片 山  
) Z σ
品。ロロ山口のめロ。 
。 
品。。門
E N H m w
〈吋 ロ  
巳〈 
M
o	 OO
N i H i y  
三 円 目 。 	  
52
・ 。 ℃ ・ 【  
・ ℃
82ω
・ 
℃ ⑦ 吋 日 出  
N c o p  
( 5 )  
従来の法髄度においては、公物として残った財産を売却するとき は、用途廃止(普通信産への種民替え)
が必要であっ
， . 号 、 金 、 	
N C C
丈 ， 刀
そのために詰公役務の供用の実質がないこと、つまり事業の移転(忌
523
哲
52
円)が必要であった。このため、買主
にとっては、 
いつ事業の移転が完了し、引渡しを受けられるか不謹定的であり、売主にとっては、引護しがな
ロ )
l - N OO
円 
淳 一  
w a
c n gNCCαEU 

C

O H JHVS555
opg
O
H N m w p u 

m w z r w - b m 

O
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国公有封産朝度・公勃観度に関するフランスの動向
されないときには契約条項に基づいて損害諾償請求等がなされるおそれがあった。また、分権化に得って、国から地方公共団体に財産が譲渡される倒が増えているが、地方公共団体 庁舎等の整備のために国有公物を購入する際には 買収後の計曹が予定どおり実施できない場面がみられた。そこで新法典においては、いまなお公役務によって占有・棋用されている財E - - 2 H h v h v p産を譲護することを可能にするために、事前用途嘉止の制度が採用されたわけである。買主にとっては、形式的に所有権を取得できる意義がある。
この三年の期間上限については、通常の撞設整舗ないし事業移転の期間を想定したものであり、長期にわたって例外的な
状態が継続することによる法的な不安定牲を回避するものである。罰詩に、憲法院において、公役務の継続性 
三喜志
iω λ F A Y
品 。  
ω
認可三日 
ω
℃Z F F ω )
が害されるという理由で違憲判判断がなされることが懸念された結果でもあると説明される
02
・ ・ 
む の む 九 日  
河 
・
・ 。 。 ・
』
【
O
v
なお、この三年閣 期聞は原期的な上限であ号 政令によって短縮することが可能である 
一一一恩一条の二第二文参照)。
H)Z5
( 6 )  
公物の所有権移転については、かつては特脂な法律の根拠が必要であり、フランス医鉄の財産を鉄道施設保有畿溝ヘ三叫
-H
参照)に譲渡する場合にも、立法によ 手当てが された。しかし、酒々の公物の所有権を移転するために そのつど立法
Z - Z H } H V E H H
措震を求めるというのは、手続として煩雑すぎ 。そこで、公的需産一般法典は、組問闘の法律の根拠なし 契約のみによって所有権移転をなしう こと した。
具体的な適用例として 訪波堤(丘ぬ戸海部門目。主義
σ )
は国の公物に屠するが、高波・洪水等によって危険がある場合も、国
の管理が行き届かない場合があ 。そこで 所在市町村 所有権を移転して、その整債のために国が補助金を支出する方法が考えられるが、従来はこのための特脂法が必要であった。公的財産一般法典は かる措置を法改正(および種民替え)なしに仔うことを可能にしているわけである。
- H H n X ) σ
所有権移転については、公役務の継続牲が交換契約等によって確保されること以外には、要件は定められていないが、一
J E m - - P E Z E b
般原理と て、市場面格吉川凶 
〈3
とめ)との均禽が求められる。しかし実際には、右の訪波堤等の慨をみても、評髄が国
難である場合が多いと考えられている。
( 7 )  
議論の状況につき、の・己己己ミ 
サ き  
広三。胃 
日 門 
門 戸 口 含  
包 括  
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〈論 説〉 
( 8 ) 	
フランスでは、わが国のように、地方議会の議決があれば無讃譲護ないし抵廉譲渡ができるという規定(地方自治法九
条一項六号)は存在しない。なお憲法院は、私的利益のために国公有財産を低震で譲渡することは違憲であるとしている。わ 同 ・ 。 ・  
(V
・ 
日
t e a - N o - z -
ロ 一 戸 市  
∞
ロ
∞ 。  
一 
℃
・ 
N
自有討産管理に関する諸致策
ここで、公的財産一般法典の制定以外の状況に日を転じて、国有財産管理に関する諸政策や法令整慌の状況に
ついて、概観しておくことにしよう。
V
A Y
(V
国有財産に関する一般的政策
iNO
JHNon-
①政策の概要
固有財産法制の改革は、
一九九  
0
年代から継続的に考察されてきたところであり、数々の
政策方針が掲げられ きたが、現在では、国有財産の資産錨値向上に関する政策方針として、二 
六年二月二
-OH
一 一
5
の関議決定がある。
この数年の基本的な政策としては、第一に、国有不動産の動態的な管理 
己 
身 
を行うこと、第
二に、国の資産をできるかぎ与売却 
( 2
邑
0 5 )
し、賃貸の形式を讃握的に取り入れること、というこつの方針
があり、河閣議決定においても掲げられている。これらの方針を具体化する作業の一環として、公的財産一般法典が栓置づけられる。また、各年度の譲渡計匝等は、そ ぞれの年度の予算法律 
号 
E S 2 ω )
において定め
られる。
主たる改革の対象は、国有財産のうち、仔致運営に不要な財産 あるいは不適切な剥用をしている財産(特に
( m g 

S

( Z -
E E ρ 5 )
OO
O
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建物)
であり、これらの適切な使用・売却等を誰進することにある。国有財産の管理・統制にあたっては、〈関
O D O S E 5 ω )
放性(。  
2 2 Z Z )
〉と〈透明性(片言語習ヨ言。)〉を確保することが重課され、その観点から統制機関が設けられ
@
る必要があるとされている(参考資粍毘糾参照)。
H H 5
こうした国有財産法制の改革においては、中長期的な観点が取り入れられているが、二 
七年の総選挙の結
果次第では、諺正の可能性がある。
政策の背景
こうした国有財産管理に関する基本的政策が掲げられていることについては、さまざまな
背景がある。まず財政的観点としては、財政状態の改善のために、庁舎等の整備・管理の費居を含めて歳出の削減を園る一方で、国有 産の良好な管理によって訳入を増大させることが求められている。これは、広く行致改革(芯沙門  
与え盟主)
の一環としても位置づけられている。
また、行政外部の事情としては、近時では財政 健全化に対する市民(ないし経済界)の関心の高まりがある。

同時に、行政上の目標達成に対する致唐の責任、ないし報告義務が重視されている。内部的には、或果主義の浸
透に向けて職員の意識改革を国るという意味もあるとされる。

さらに、医会においても、下院の評倍統制委員会 
( 5 2 8
円合巴
EE82
号 
g E 5 Z )
などを通じて、政策評
値的な観点から議論がなされてきたほか、現在でも上院・下読 経済委員会 
色 町 民 一 円 。  
ω
色合 間 山
か の  
において審議がなされている。
フランスでは冨会議員の兼識が認められていることから、特に地
方公共団体の吉長等を兼職する国会議員の圧力が大きいといわれ 。 
( h o g s - E S
OO
17 
く論 説〉
EZ( 2 E E
具体的な施策
実際の改革の手順としては、はじめに各省庁の中央行政部門を手がけ、その後に地方出先機関に広げ、最終的
② ①
には公施設法人にも拡張するという方針が取られている。すべての行政上の資産について一挙に改革するのではなく、やりやすいところから始めるという、現実的な方法が採用されている。特に公施設法人については、資産
( 8 5 z o p
の所有関係 管理形態が複雑であり、しかもその活動の自律性ゆえに一律的な統棋が国難であるという事情があ
E E 2 )
る(三凶参照)。以下に、運用上の持徴的な制度を、二つあげておくことにしよう。
国有財産の売却収入の婦嘉方法
まず、国有財産の売却坂入を、部分的に各省庁の奴入として婦罵させ
2EE
る措置が取られている。すなわち 二 
OO
一年組織法律(同参照)に基づき、二 
六年予算法律は、このため
の特別会計 
害 
告企号)として、国有不動産管理特別会計(民 
宮
E B o z o - 5 5 S E
号 門 戸  
叶)の創設を認めている。予算に関する一般原則としては、特定収入を特定支出に充当(包容の 
ロ)するこ
とが禁じられるが、この慨外が認められることになる 
ただし、収入の一部(一五パーセント)は公漬讃還費に
充てられる。
これ辻、国有財産の売却によって各省庁の予算を増大させるこ をインセンティブとして、各省庁が自律的に

良好な叫財産管理を行うことを期待する措重である。同時 、田有財産の売諒計画等の執行に関して、叫財務省の監

c
督権限が認められることとの均衡を医る音
汁門戸。吉広三  
の手法を用いて、複数年度にわたる計画のもとで管理がなされる場合もありうるとさ
れ る 。  
国・有財産利用における機会費用の算定
公的財産一般法典の眼目は、有効に利用されていない財産を活
gzsEOO
g z o
O 
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国公有慰産制度・公勃制度に関するフランスの動向
用するための制度的措置を定めることにあり、国公有財産の省スペース化に関する誘導措量は盛ち込まれていない
G
これに対して、予算管理・財産管理の運居のレベルでは、〈予算上の賃料(ざヨ円吉会主号。)〉ないし予算賃d
料の制度が導入されており、後者の 
的に資することが期待されている。二 
00
六年度においては、
一部の省庁
において試行段階にあるが、本年度中にその結果の総括を行い、二 
七年度以降、すべての国有財産に一般化
2c
する予定である。この点は、二 
00
六年二月の期間議決定においても明示されている(参考資料三糾を参照)。
この予算賃料の措置は、各省庁への予算配賦額から予算賃料の控除(叫財務省の居有財産の管理機関への支払い)
がなされることを通じて、省スペースのためのインセンティブ なることが期待されている。勉方、後述の二
ZE2EeE
。一年組織法律二七条は、プログラム予算(政策別予算)ごとにコスト計算をすることを求めており、この分析に捺しでも予算質料を用 ること 見込ま いる。基本的には各プログラムの占 面積をもとに算定されるが、
E
プログラム慣の配分方法等に課題があることが指摘されている。
つ 
公物占有に関する規律
E

公物自存(。  
官 庁 目 。 ロ 胃  
巳 
吉
σ出 。 )
の法院規律ついては、
いまだ照明確な政策として掲げられて 

いるわけではないが、現在検討が進められて ところであるので 関連して述べておくことにしよう。

ZEZZ)
公物占有の科金(吋
22
言 。  
2 )
の算定については、京期として私人間の取引と再じ基準が妥当すると考えられ
ており、市場原理との均欝が求められる。この点につき 公的財産一般法典は
一般的基準として、占有によっ
て得られる〈あらゆる経済的な利益(ミき冨警含言己 
〉を考憲するという原理を掲げており 
一 一 一 一 一
OO
五条の三)、このなかには《公益(吉可企
日どさの)〉も含まれると解されている。実捺上は、公益の評植は毘難で
( L
O
19 

〈論 説}
あると考えられているが、科金算定に緊して考嘉された公益的要素について辻、裁判官による事後統制がなされる可能性がある。また、公物に関しては、占有の一時性や・占有許可の撤回可能性、再度公用・公共用に供される可能性があることなどによる特殊性があるが 物権 設定がなされる場合 は、これら一時性等の性賓が後退し、理論的には・市場額搭に近づくことになる。
具体的な占有料の決定は、叫財務省が各県に記した地方叫財務局長(込
522
2 ω 0 2 w g r g Z )
によってなさ
円門戸
れる。占有許可じたいは各省庁の権限に属しており、地方における国の権限は原期として知事が行使しているが、この例外として財務事項については地方財務局長に委任されている(酉
ω
参顛)。この掃結として、占有料の水
準は地方によって異なりうる。ただし、例外として、運河やダムのため 公物占有など、複数の県にまたがる特殊な占有については、政令や省令で規定しており、全国一律の取扱いがなされている。こ らの場合 ついては市場価格との比較が罰難であることから、運河の本深や発電量などの技衛的 要素に着呂して、占有料が決定され る 。
庁舎内の食堂や売庖は、すでに私産として扱われているので、市場価値に基づく賃料設定がなされている。現
在では、カフェテラスなど 道路占有許 や特許事業地内の供食施設等を含めて 占有料や占有期間等の再検討がなされてい 。
川間新法典以外の法令整舗の状況新法典の制定の意義を考えるにあたって、ここ 新法典の周辺額域における法令制定の状況に触れておこう。
この数年、行政法・財政法の領域では、重要な法令の制約定が相次 るが、ひ つの大きな額向として、効率
20 

国公有封産制度・公物鰐度に関するフランスの動向
六年夏予算から本格的に施行されて
いる。それに梓って、匿の行政機関における財務統制に関する諸法令(二
00
五年一月二七日デクレ二
OO
五・五
一年組織法律との共通
点も多く見出される。
行政上の叫財産制度については、このほかパリ空港公団(〉骨名
2Z
号
3
号一〉宮))
の民営化法律(二
00
五年
のひとつとし
て、二
00
四年一月七日デクレ
が改正
( 二
四・一五号)によって官公庁契約法典
され いる。さらに、二
E 2 )
四号、二
OO
五年一一月一八司政令二
OO
的・効果的な行政運営を国るための法令整備が進んでいる。その筆頭にあげられるべきは二
一年八月一自組
織法律(二
OO
一・六九二号)であり、四年半の準舗期間を経て、二
OO
( h c
EgEEE OO OO
五・一酉二九号など)が制定されているほか、政策関予算の導入にあわせ
て各省庁の行政組識を改編することを目的として、おびただしい法令の改正がなされてお乃、河組織法律の影響の大きさを物語っている。
他方、二 
三年七月二日には、〈法の簡素化〉のための授権法律(二 
00
三・五九一号)が制定され、憲法三
OO
八条に基づくオルドナンスの制定権が多くの行政分野に及んでいる。実務上重要な測としては、公私協働契約に関する二 
四年六丹一七日オルドナンス(二 
CO
六・五五九号)があり、わが国の 
に近い制震が本格的
OO
に導入された。これと並行して、伝統的な官公庁契約に関しては、同じく契約手続の簡素化を眼
ε( 
号込
25
寄与
2
宮
四年二一月九日法律(訪問出)八四条により、これらを包括する形で公共調達法典
号号 
号室豆をゆ)を制定することが授権されている。

公的財産一段法典は、これら二つの領向の双方に関わる要素である。司法典は、右の簡素化法に基づいて作業

が進められたが、同時に効率的な公物管理ない 財産管理を自指すものであり、第一の額向に連動して 説。ま
た、国有需産管理における透暁性の原期や、各省の自律的 の考え方などには、二 
OO PFI
OO
E
21 

〈論 説〉
四月二 
法律二 
00
五・三五七号)をはじめとした諸法令において、伝統的な公物法理に修正が擁され、
公役務 
に供用される私産の概念などが認められている。
E2 OEE
m w m t m w m wg
OO
( 1 )  
二
OO
六年二月二二日の盟議決定に関しては、本稿の末尾に付した参考資科を参照。
( 2 )  
冨右震産管理と公会計改革の関連性につき、 
三 。 門 戸  
ロ 
宮与芸誌℃ 
号円相片手口三円ぜ
m g
℃
込 
己
ω
ゆ円〈
- n
作品。 
肉。 
ロ℃ 
己 
明 ，  
， 
ロ 。 山 田 戸  
℃
吋 ・  
( 3 )
たとえば、水力発電所の特許使用は、一九一九年一 
月一六日法律に基づいており、一九九九年三月二二日政令(九九・
二二五号)や一九九九年一 
O
月一一司政令(九九・八七二号)などにおいて、科金態収の原則を含めた標準条件明細書
O - m w
己 
吾 川 弓  
守宮)が定められている。また、運、将の占有については、一九五八年三月二九日法律(五人・三三六号)一
OO
OO mE C
一条に基づき、一九七三年八月二八日致令(七三・八七 
号)において料金徴収の標準などが定められている。
O
( 4 )
二
00
一年組織法律については、木村「フランスの二
00
一年『財政憲法』改正について」自治研究七人巻九号(二
00
z z - ρ
二年)五七頁以下のほか、同「フランスにおける予算会計改革の動向 
日本法への示唆を求めて」季刊行政管理研究一
myHN
六号(二 
四年)二 
莫以下、同「フランスにおける予算会計改革について 
最近の動向を諮まえた補足的考察」千葉
大学法学論集一九巻二号(二 
西年)一八三頁以下などを参黒。
m z -
( 5 )
木村・前掲行政管理研究二 
号六二|六三頁。
P
( 6 )
当初の護権法律である二 
三年七月二司法律三西条二号においても、公法人の封産管理の簡素化・改善等の目的が併記
されたうえで、法典化の方向性が一不されている。
O HYEO
NCCAY 
( 7 )  
参照、木村「フランスにおける港湾・空港の管理形態の変容」港湾二
00
六年八月号三二頁以下。
25-Z25-MOiN
ii
ll
C Z E C O
552ECD
( g zO
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(1)
国公有財産制度・公物能度;こ関するフランスの動向
国在財産の管理組織に関する諸問題
固以下では、国有財産の管理組織の問題として、
フランスにおける財務省の国有財産担当部門等の機龍と権謀を
中心に概観し、あわせて公施設法人の財産管理の問題に触れておくことにしたい。
財務省の組織と権限財務省の毘有財産担当機関
前述のように、
フランスの財務省(冨宮町芯
5
号三
25
ヨ 
号
ω
苦 言 。 。  
ω
己
22igEEE
巳5 )
は、現在のところ租税総局に属して
F
H Z H W E )
円 目 。 コ ロ 門 戸 己 主 岳 山 一 一 冨るからであり、産史的にみれば、00
五年七月に、財務省改革の一環として、国有世間産管理に関係する組織改正が決定した
年一月一日以降、国有財 の担当部局は、国有財産管理部信号三
2 
， 
の め
ロ 
。)に改編され、公会計総局
一 一 む の め 司 )
の財務局(己
5 5
己 
EHHH
m
O B m E
で国有計約産を担当する理財部
いる。国右財産管理が伝統的に租税総局の所管に属していた理由は、公物坂入が祖税収入とともに歳入を構成す
いずれも菌王のレガリア的権利に嘉するという説明がなされる。ところが、二
すなわち、二 
c
( 口 町 ぬ の 立 。 口 問  
2E22ω)
の一機関とされることに
m -・ 
) - E C m w
三 
H
山 口 向 山A
告ニ何回の。ョ℃言玄  
--bH)
なった。公会計総局に編入されることになる理由は、同稔ロ局が地方公共団体と密接な関孫を存していたこ が公式的 理由として重視されている 実際、公会計総局 原賠として地方公共団体 出納も所掌していることから、会計言 
( 2 5
立与苦言芸
2 )
を地方に課なく配置してお号、しかも後述のように、地方公共団体の財産購入や売
諒などに際して、財産価値の評掘 関す 意晃の提示 求められている。また、二 
四年には職業税(言語
ω
OO
の事務が程税総局に移管されたことなどにより、公会計総局の簡素化が図られることとの均衡 
H a C
℃
向 。  
ω位 。 ロ ロ ゆ 口 。  
ω )  
OO
一年組織法律に基づく公会計改草によって、財務諸表の整備がなさ
を図る意味もあるとされる さらに、二 
七
OO
23 
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れていることとの関係が指捕されている。
今後、租税総局の国有財産担当職員は、原期として公会計総局に配置換えされたうえで、二 
一 
年まで継続
して業務を担当するこ になる 、公物収入の事務との関係などから、租貌担当としてとどまる場合もあるという。もともと租税総局と公会計総局とのあいだでは、採用試験 
の謹加も異なっており、これまで基
本的には人事交流もなかったが、このたび例外的な措置として包括的な人事異動がなされるこ にな 。
財務省の国有財産の担当スタッフは、 務省本省で 五 
人程度であれリ、地方機関を含めても一四
00
人程度
である。租税関係の人員が、全国で約八万人が配置されているこ 比べると、きわめて小規模な組織であるといえるが、今後いっそう重要になるこ が見込まれている。将来的には、租税総烏が租税の賦課・徴収のすべてを担 、公会計総局の所掌 務は、国有財産の管理を含めて、国有の意味での会計に限定されるようになることが予想されてい
② 
国有財産の管理機関
公物(行政時財産)の管理は、当該事務を担当する省庁の所管とされている。した

がって、占存許可も、各省庁において当該公物を供用する行政機関 
( 2 2 5 m
長
2 Z Z 5 ω )
によってなされるが、 

国宥財産の財政的側面については、財務省理財局のもとにある地方叫財務局長が原期的な権謀を有しており 占有
料等は地方財務局長が決定す (二同参照)。フランスの地方行政におけ 居 事務につ て 知事が原期的
な権限を有しており、知事が各省大臣に代わって占存許耳をす 場合 多いが、租税に関する事項と国有財産の

O
財政的条件に関する事項については この例外が認められるわけであ 。
( n S 8 5 ω )
能方、各省庁の事務に関連する庁舎等の私産(普通財産)は、原期として各省の権限に属する。ただし、例外
として、私産の賃貸契約文書 作成等の契約条件 決定につい は、地方財務局 権限となる。こ も、財務事
O
24 

国公有財産制度・公物制度に関するフランスの動向
項に関する権限はすべて地方財務馬長が有していることの帰結である。なお、国有財産を売却するにあたっては、その売却の適否について理財部長ないし地方針務局長の意見 
を求めたうえで、私産に種別養えさえ、理
財部によって売却される。
経じて、日本の制度と比べると、
フランスでは国有財産の管理に関する財務省の権限が広く認められている。
もっとも、本産の管理が各省庁の権限に属するという点では、わが菌よりも財務省の権践が狭められているようにみえるが、この場合の私産の大多数は庁舎であり、日本では行政財産として整理されていることに留意する必要がある。
③占有軒等の財務事項の決定権限以外に、財務省が国有財産に関して有する権限として
財務省の諸権限
は、次の三つがある される。まず第一に、諮問的権授があ 。各省庁の管理する封産の購入・売却等に捺しては、地方財務局長に対する義務的諮問 
( n g
さ ま ま ロ
。σ f E 2 5 )
が課されている。地方財務局長は、地方公共団
体の財産管理については権限を有しないが、公有財産の購入や貨貸借契約に際して そ 資 倍億の評価に際して、義務的諮問が課されてい (旧法として二 
00
一年一二月一一日法律二  
00
一・一一六人号二三条、改正後の
地方公共団体一般法典  
L
一二三条の九から一二)。諮問した機関は、地方黙務局長の意見に拘束されるわけではな
い。なお、新法典で 諮問に対す 応答期間が一カ月以内であることが明記された。
第二に、公証人的権謀がある。公物の占有許可については 各省庁の担当機 が単独で発給するが、私産の貸
付け等に際しては 地方財務局長が各省庁の握当機関と共同署名をする
c
この場合の地方財務員長は、公証人
に近い機能をもっといわれる。さらに、国有財産に関する訴訟においては、財務省理信部長が国を代
理する。
s i ω )
E o s - 5 )
25 
〈議 説〉
qh 第三に、国有財産管理に関する包括的な監督権限がある。これまでも、旧国有貯産法典において、財務省の理
尉部は各省庁の国有財産の管理について纏続的な監督権援を有すること、および関係機関に資料の提出を要求できることが定められていたが(ま一二六条)、この制度は実際にはあまり楼龍していなかったといわれぶ 
o
そこで、新法典の政令の部に、新たに財務省理財局の監督規定を設けることが予定されている。その内容とし
ては、国有財産が適切に管理されていないときには、理財部(ないし地方財務局)が占有・管理したうえで、当該財産の処分等を代行できるようにすることが提案されている口これ 、財務省の権謀を、従来の技街的-観念的な監督権謀から法的かつ物理的金権謀に変容させる試みであり、この軒度によって、当該財産の必要性等に関して一貫的かつ統一的な判断が可能になるとされる。現在、省庁間で調整がなされているが、その結果によっては別途の解決がなされる可能性もある。
④その組
叫財務大臣のもとに国宥不動産監視評議会(の 
o z o - -
号 
2 2 z - - 2 2
含コ 
苔号呂室)〉が
550Z
組織される予定である。同評議会は、国有不動産 の改善の進捗状況を定期的に調査し、その 卦について意見を述べることを任務とする機関であ号 会議員や有識者 よって講成される。このほかに 省庁閣の連絡会議が設けちれる見通
公施設法人の財産管理
SZ
C E 2 )
公施設法人寄与宏君ヨ 
℃
とは、国や地方公共団体以外の公法人であり、わが国の特殊法人や独立
行政法人に近い性格を有する。その公施設法人の事業用の財産は、原期として国の所存権に属している。すなわち、国が公施設法人を創 する際に、出資の 環とし 、そ 事業に岳要な国 財産は、所有権の移転を伴う
26 
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となく当該公施設法人に提供される。たとえば、自治港公団 
さ
55525
宝昔話  
ω
一 司 〉 宮 )
の管理する埠
Dm E o 頭用地、
フランス内航管理公司 
235
三宮豆め言
23
司)
の管理する河別航行部分などが、それに相当す
m w F
る。当該国有財産からの収益は、公雄設法人に婦震させることが、恒加法において定められている。ただし、公施設法人が行う蕗工業的役務のための財産は、公施設法人の所有に属している。自治港公団の港湾施設に隣接する
} H m w E E ω
港湾関連用地などがこれに当たる。
ただし、鉄道の場合には例外的な講成が寂られている。すなわち、
一九九七年以降、
フランス国鉄 
不思
ロ 
2(
g z
ロ22
一 ∞  
リ 司 )
の業務のうち、運営業務は国鉄に残されたが、施設の保有・管理は
門 戸  
リ 
門戸。向。門時
鉄道施設保有機欝(開会 
m w
司き  
2
一担当)に移されている。その一方で、駅などの非運輸施設は国の
同め『円  
【目。
m w
所有に屠している。これは、欧州の指令に基づき鉄道の運営と施設保有が分離されたこと 赤字が累積した冒鉄の再建策として、鉄道財産の所・有権を鉄道施設保有機構に無償で譲渡すると同時に、累積赤字を同機構に帰属さ
Z (
せたことによるものである。こ 改革において、国春財産管理の視点辻国次的であるとされるが、鉄道施設保有
機講においては効率的な財産管理が求められている。このほ同か、自治港のなか もストラスプール自治落は、例
外部に館設時に国から事業用地の譲渡を受けて、より自律 な管理を行っている。

国と公施設法人の財産処分については 会員任の分担(円
235
与巨芯宮
E z b o )
〉という方針が掲げられている。
一〈Z
52Z
国は、原則として公施設法人の 所有者であるが、自由 売却できるわけではない 事業思地が不要であることの認定は、当該財産を管理する公施設法人が行い、財務省理貯部が私産に種別替えしたうえで売却する。売却収入は公施設法人の収入とする が原別別である 、国は当該公施設法人に対する福助金 金額を削減すとなどで対応する。
( m o n
27 
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六七
j
六九条、公的叫財産
一殻法典三一一一一条の一七)。
今後は、自治港以外の重要港湾および地方空港において、それぞれ港湾管理会社
ω( 
宮本芯
ω
吉 
および
空港管理会社(きの笠宮
包
5
℃0 2 5 5 ω )
が創設されることが予定されてわねり、またパリ空港公団のように民営化
E F
される例もみられる。
いずれも私法上の法人であるが、公法的な規律が適毘される。将来的には、
これ以外の場
z a )
面でも公役務の管理主体の法的地位が変化する可能性があることから、国公・有叫財産に関する権利の移転等が容易になされる必要がある。新法典 起草者は、かか 将来的な要請をも考慮したといわれる。
ωC
( E ZU 5 z n )
( 1 )  	
外部にいる私人との関謀では、二
OO
一年から財務省の期間努部局を接近させる政策が採用されている。すなわち、これま
で辻、同じ財務省の麓識でも、議入の区分に応じて窓口となる機関が異なっていた。また、財務省の公会計総局は、しばし
0 2 5 C
ば〈国庫(寸芯 
〉とも称され、多数の租税収入を含めた公金の殻収を担っているが、特に地方では、賦課と徴収の
吋
機関が分離していること 不都合が顕在化していた。そこで、すべての納説事務について、叫財務受付 
包含初出 
という〈共通窓口 
ユ 
円安
g - 5 5 5 )
》の導入が進んでおり、私人に対しては局の垣根が相対化されつつある。参
222ncg
照、木村「程税におけるガパナンス誌の展開」千葉大学法学論集一二巻二号(二 
六年)八五頁。 
( 2 ) 	
国有不動産の売却手続は、泊国有財産法典
L
五三条および五四条に規定されている。かかる売却規定の手続は、新法典で

はコンセイユ・デタの議を経た政令(忌 
巴 品  
伊豆)によることとされ、命令事項であることが開明示された 
三

一一一一条の )。したがって、右の旧医・有貯産法典の規定は、公的財産一般法典の政令の蔀が髄定されるまで、政令として効
力を有することになる ほほ河じ措置が、国の動産についても採用されている(泊国有叫財産法典

.H
( 3 )
さらに、一九五九年八丹二八日政令に基づいて、匡有不動産監提委員会 
( n c B E g - S
門 吉  
吾 作 品  
か 
が設置され、コンセイユ・デタや会計検査院などのスタッフが構成員となって、冨有財産の取得・売却・賃貸等に
ついて統制がなされることとされて た。問委員会は、震 理震部 監督権限ととも 、国の財産に対する総合的 見地
OO
SE
L

( E H 
2 0 3 5 H E z - - 5 E ?  
25Zω)
E 5 2 )
( L
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から需産管理を方向づけることが期待されていたが、実欝には十分に議龍しなかったため、
一九八六年三月一回呂政令に
五
よって廃止された。
( 4 ) 	
参照、木村「ストラスプール選の誕生史からの示唆||冨と港湾の関係の現代フランス的モデル」港湾二 
三年三月号
五二頁以下。  
( 5 )
公施設法人の事業に供用されている国有財産についても、前出註同の諸規定が適用される。
E
( 6 )
参類、木村・前掲港湾二 
六年八月号三二頁。
日本法への若干の示唆
わが国では、平成一八年四月二一一討に、国有封産の効率的な利用を推進するための改正法が成立してお号、行
OO
致財産の貸付等がなしうる範囲を拡大するなどの改善が図られている。奇しくも、
フランスの公的財産一般法典
の成立と同じ 
に、共通の方向性を有する法改正がなされたことになる(ちなみに、同法典の公布は翌二二 
であ
り、法令の自付の設定の仕方についてヨ仏で相違があることに留意が必要である)。このように国公有財産に関する問題意識が日仏両国で共有されていることに鑑みても、今後、日本法の立法論や解釈論を展開するにあたっては、フランスの一連の法改正が大いに参考 なると思われる。
そこで最後に、これまでにみたフランスの動向を総括しながら、わが の国有財産法制について、若干の視点
を提示することにしたい。
①公物概念と公物利用の柔軟化
立法論としては、公用・公共用の目的を害しないかぎりで、公物の範囲
を限定し、公物利用に関する規範 柔軟化を函るという方向性が取られるべきで ろう。たとえば、国有財産の交換については、わが国では財政法九条一項が原則的 禁止して るのをうけて、国有叫財産法試普通財産の交換
OO
E
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PFI
も 、  
事業に捺して例外が許容されていること 
法二条の二)にも鑑みて、法規範のあり方が再考
(PFI
②

のみを限定的に認めている(富有需産法二七条、昌有叫財産特別別措量法九条以下)。その範酉については、平成一八年改正によって若干拡大したが、今後は行政財産の交換を含めて対象を広げることが求められる。また、事前公用一溌止の制度の導入も、検討に笹するであろう。さらに、公用財産のうち庁舎については、現行法においても、定の要件のもとで貸付けの対象として認められるなど、伝統的な不融通牲 原理が義和され おり(改正後の冨有財産法一入条二項以下)、庁舎一般の公物性が再検討される余地があると思われる。その他の行政財産についてされる必要があろう。
財産管理的な接点の重要性
わが冨では、公物管理と財産管理が唆涜され、国有叫財産法はもっぱら後者
の観点から制定されたものである 解されている。 かし もともと両者の区分は相対的であるし、財産管理の効率性(罰法九条の五)はまさに両者に関孫する。今後、国有財産の資産舗値を向上させるこ が重視される 、公物管理の場面においても 管理の提点が重要性を高めることになろう。フランスでは、まさに公物管理を含めた管理作用全般に財産的要素を見出して、財務省の包括飴な権限 しているわけであるョそこで、国有 法の性惑について再考が求められるとと に、立法論とし は フランス 的財産一般法典と同議に、公物利用-公物管理 関する一 規定を拡充することが望まれる。③予算会計改革の連動国在財産の管理における財産的ないし財政的な健面が重視されるとすれば、間じ
く財政的要素である予算・会計との連続性が強調されるべきこ になろう フランスでは、国有財産の管理を予算管理(公金管理)と連動させることが意識されており、透照明性の確保と った基本震理についても、各省庁の自律的な管理を推進する いう具体的施策 ついても、予算 と共通する 素が見出せる。日本法についてい
30 
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国公有封産制度・公物制度に関するフランスの動向
えば、平成一八年改正によって、国有財産の管理に関して効率性の原期が明記されたことは、財産管理と公金管理との連続性が表現されたことを意味する、という理解も可詑であろう(会計技査院法二 
条三項をも参照)。
O
国有財産の管理権限の所在
右のように、公物管理においても財産的要素を重視し、それを公金管理と
連動させるならば、国有財産の管理権限(とりわけ財務省の関与のあり方)についても再構成が求められる
9
基本
的には、公金管理と財産管理を通じて、各省庁の京則的な権限と自律的な管理を認めつつ、財務当ロ河による手続的な統制等を組み合わせることが求められるであろう。
① 
省スペース化への配意
わが国では、国公有財産の有効利用については、すでに一定の法整備がなされ
たと評錨できるであろうが、今後はさらに、機会費用の重要性を認識したうえで、省スベ 
ス化を推進すること
i
が課題 なる。現在 はフランスでも かかる視点が法制変上、明示的に取り入れられているわけではないが、運用上、予算賃料の措置などが試みられているするときには、
c
これに対してわが国では、所属を異にする会計間で財産を和馬
一定金額以上の場合に誤って、有償の取扱いがなされているが(国有財産法一五条、同施行令一一一
条)、省スペースに向けた一穀的 措置は叡 ないようである。もち ん、実捺上 方法とし は、予算等の財政制度 は切り離して、政策評値において省スペースの成果を灘定する方途もありうるところであろう。
O
OO
( 1 )
ついては、木村・前掲千葉論集二 
巻四号一 
頁以下をも参照ねがいたい。
本節については、関連する文献の検討を含めて、本搭的な考察は別の機会に譲らざるをえない。筆者の基本的な考え方に
31 
国有不動産に関するこ
00
六年二月一一一一日欝議決定の要旨
参考資料
予算・国家改革担当大臣ジャン司フランスワ・コペ
の管理について、企業および諸外国の仔政(包 
胃 
- E B o z - - 2 )  
EEZ
m Z E E )
c m w m w D e a - -
匂 円  
m w E G o - m h C H u b )  
国は、その保有不動産の総体(富円。
2 z gt
。 ロ )
行っている改善(ヨ。門戸 
の動きから、大きくかけ離れたままである。戦略の不足、致策手段
℃巳ドメ者 
c g
向。)
の欠如、信産的認識の不十分さは、長きにわたって国会ならびに会計検査院(円。三島
225
宮
2 )
の批判の
OO
対象となっている。
政府は二 
三年以降、この分野において一連の方策を実施してきた。特に
特に国会下院(〉
政唐は二 
五年の夏、従来より一歩進んで、急速な改善の働きかけを始めることを決定した。その日的は、国が効率
E )
〔国有財産の〕譲渡 
( 2 ω
位 。  
に関す
る野心的な呂標を掲げ、その に向けた最初の取組みを開始したのである。
Z OBE25
ま
S Z )
の評価監督委員会 
ロ 巳  
主
号 
(S28
. b g E
gz
OO
芯宮)
gE
の所見を考慮に入れ、
的に財産を管理し、所有者とし の役割をきちんと果たせるようにすることである。
OO
六年一月六司、国有不動産 
( 552E2
号円相冨片)
の所有権は新設の菌有財産管理部(フランス・
大統領は、二
2is
苛言号。口。ヨ包ロσ)
l
ヌ 一 切  
に委ねることを決定し、新たな段階に着手した。
現在の目標
。 ) 

( S E
江ざさ才)
は、納付した一ユ 
1
gZ)
22ig
℃己  
E -
国存不動産の総体の改善は、三つの要請に応えるものである。すなわち、第一に、公役務 
の利用
( Z S
奪三
は、賓の高い役務を享受しなければならないこと、第二に、納税者
ロごとに最も有効な方法で使われるよう求める権科があること して第三に、職員(長 
の支援が不可欠である
〈論 説〉
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国公有財産能度・公物髄度iこ関するフランスの動向
こと 
! i i
なぜなら、彼らなしでは何もできないから 
という与件である。
この見地から、国有本動産資産(宮豆
52555S52
号三洋三)がその必要性と一致するよう、また蜜務部減に必
① (1) b p g )
C
②
要な経済性 
( b g g E
宮
ω )
をも考慮に入れて、政府は次の三つの方針を打ち立てた。
①行政機関(釦(吉吉宮青山江
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包冨己 
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少ない数の用地(皇
2 )
に再編成
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し、なおかつ利用者に対してよりよい役務を提供し、職員の行動をよりよく支えるのに最適な場所に配置することによって、国宥不動産の総体を発展させる。
5 2 M
不動産の占有(。
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宮止。ロ)を最適化し、最良の活用条件 
ぐ 
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のもとでは不要もしく
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なものを譲渡する。
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告 。 ( 円 。 三 円 主
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号
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によって作業の枠組み 
( 2
号。門戸め可君主日)を改善し、
行政機関によって占有されている空間を合理化する。
④ 
住宅扶給に資するようにするために、罰の地所(守口。宮司)を動惑化(ヨ与豆諸吋)する。
な お 、
〔匿の地方行政として]事務分散(念
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汁 芯 )
された領域では、国の県行政改草(芯甘口 
信号 
己 
己 
ロ 門 戸 炉 問 冨  
。号 
件)
に関する二 
OO
六年一月二司の吉相通達(立再三巴号門吉司 
ご
が、県知事
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の主導による一連の役務改編と、それに伴う不動産の合理化 
巳 
巳豆号
E ~ 5 E C E - -
常命的)を定めている。 
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OO
過去三年間で得られた成果政府が手続の柔軟化を図ったこと ついて
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( S E E 0 5
国の庁舎(ぎ 
片山片)
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S ω )
( 門 広 江 川 凶 器  
閉 山 )
された
円号己
ω
の不動産は、
囲年に種別替え〔この結果、私産(普通
財産)
の扱いを受けることとなった]。そのことにより、それら不動産の譲渡が簡略北され、また必要な場合には照明渡
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の前に売却することが可能となった。
公営住宅宏容苦言片き
E - )
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のために国から譲渡された不動産は、今後は引当て
( 門 尽 の 。  
( N 5 2 F
立	 
における市場価格(〈主
2
円〈合色。)
出 口  
は、冨防省の地所を譲渡する選択権(片言己芯)を永続させた。場合に
は、国防省の責任の下、購入者 
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忌 
- m u
mwH52w)
5 ZE5m)
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可能になり、それは最も過密な地域ている。
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二
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六年の予算法律(宮{
門 
E 8 0 E E Z
ロ )
9
住宅のための国家的方針 
( 2
哲 向 。  
52
ご三一 
己)を記載した政清提出法律案(℃さす件号 
EC
号か)の行使の条件を箆略化することを提案している。
g
よって必要な汚染除去 
の対象とすることがの三五%にまで達し
に委ねられる。
- S )
辻、国が譲護した 
①
財産に対する優先権(与さ一円借℃を穣に、
現在作業が進行中である、 的財産一殻法典(の
ο含ぬか口町包含 
胃 
ロ ユ 止 か
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円 円 ⑦ 閉 山 ℃  
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ロロ⑦閉山℃己主
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己
・日 出  
C
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〔国の〕財産権(号。宵込
C E S S - )
は全体的に簡略化され、向上される。
山財政的枠組みの透照明性が向上したことについて
，)
c z
( - o - o
①予算に関する組識法律
は、国の所有財産(℃さ胃
5 2 )
に爵する総括台帳(片山
( 2 5
。525
の結果は、
E P 5 2 E Z o ω c u m - o
古母出口きわめ
ω
一 円 、  
円 程  
の制定に伴い、今後、国の不動産
呪 
σZ2
5 b H
・h t )  
に基づいて、冨の貸帯対照表 
に記載さ
広島
W C E E
れる。二 
OO
四年の調査
二
OO
五年に初めて数鐘化され、海外県 
( g E 2 t i H
( g - 2
円含冨
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@ 	O
i
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および国外の資産 
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吾) 
三入 
億ユ 
ロと見穫もられている。
国の不動産取引 
215
江0 5 )
は、その経済価植の総額の一五パーセントを叫財政に貢献させなければならない。
金額の大きな財産取引については、広く受け入れられている方法 
( E R Z
号 芯 柱 。  
にまでその範囲が広げられた。二 
六年一月一日の総保有額
OO
円 片 山 ぬ か 。 )
による認証が必要となる。
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の策定
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国公有財産制度・公物制度に関するフランスの動向 
二OO六年の予算法律は、国の不動産取引 
( 0 3 5
己C 5 5 5 0 σ E t E )
を透暁性の高い方法で表現するために、
国有財産管理に関する特別会計 
( 2 5
室。円安容のけ主  
告がわ至。)を創設した。この新しい手段は、いくつかの取引への
③ 
S
事前出資右足
P 5 5 2 )
も可能にした。全体として、収益
年度の或果契約 
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三円三号ヨュミヨき
2 )
における例外条項(念吋  
の一五弘が公債債務の龍減に当てられる 
( E E 2 P 5 ω )
は明渡しを伴う不動産の譲渡の際、八五%の予算充当 
門)を受
S E E - Z )
S 2 5 H )
( E E C
また辻持別な規範(司会宮宮司去三
が遥用される場合を除いて、省庁 
三きののさ含)
については、
これらの措置は、〈国有不動産評価に関する省庁問機関(豆
33-Z25
吉 宮 主 色 町 内 目 ぬ ぐ 色 。 ュ  
(ZS
ける。ただし、この詑率は、占有されていない財産 
五O%である。
B o z - - 2 )
〉
き富三 
g z g
E S S E -
( E
同 
警曽
52
の主導のもとで、譲渡の急速な促進を可龍にした。昌は、二OO五年には当初の自標笹
買宮)を上回った。収益辻、年間目標が一七Oユ 
ロのところ、六三Oユ 
1
ロが実現された。
l
管理の手段をいかに改善していくか譲渡に関して高い野、心を維持すること
O五年の収益の重要な部分を占め 、パック通り(円
議会は致宥に対して、二OO六年は四倍八千万ユーロの不動産譲渡による収益自標を割り当てた。この捻額は、二O
5EZ
。)の関税事務所(仏  
の不動産売却を考慮に入れる
C E E )
すでに手続が捨められている。この売却は、複数の主要取引によっ 補完される。
同戦略的会枠組みを適用すること国が保有不動産総体 、  
一定期需にわたって首尾一貫した適切な方法で管理するために、各省庁は今後、自らが担当
と、昨年実施さ た努力が維持されたことを示すものである。第一段として、八Oの資産売却が首相によって決定され、
c
複数
- P Z )
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(3) OO
二 
六年度には、三つの省(外務省、経済財政産業省、法務省)
によって占有されている一七八の不動産について、
する不動産のすべてを対象とする、〈不動産戦略に関する複数年度計醤(∞岳会冨 
℃
・
ロ ロ ロ 巴  
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- m w
p. 
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寸 一 円  
鈎 
同 門
戸同 
m -
m H 4 U A W
H m w
H
HHO'
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一日当白)〉を策定し、更新する。
需計一路には、施設建設(一目立。丘三宮口)に関する複数年度の予測許画の諸要素とともに、次の項自が含まれる。すな
Emw
わち、①管理に必要なすべてのデータを統合する基礎
FO)
( 忌  
吋 の  
を示す方針および数値自標(。 
正
a s g D H 5 2 )
、
である。
中央行政機関(包
E E 2 5 t c E
。 。 ロ 号 己  
2 )
の〈不動産戦略に関する複数年度計画〉は、
二 
六年五月一一一一呂に完
了する。この一環として、複数の省庁が、業に関与する。
( g
OO
器)に基づいた現状分者、②国土整備を含め、政府の取組み
。2
22i- s z z o
パリの施設建設(百七 
ロ)をより安くより適合した場所に移動する作
この作業の範囲(号室己ミ)は、今年中に事務分散された役務 
門 戸 か の  
ロ 
山 口 号 炉  
O
nm
m w )
にまで広げられる。さらに
OO
二 
六年には、国の外郭団体〔公施設法人〕の総体 
戸 門
( E 2
2 0 3 5 z z g )
が調査の対象となる。
OO
県においては、
二 
四年四月二九自のデクレに適合するように、県知事が〈国の国有不動産の施設建設(吉ロ
E D g e
B o z - - P 3 m
i
σ i F S 2 )
に関する都市基本計画(詩志
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忌2 2 2 2 )
〉を完成させる。
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立。己主吉  
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イル・ド・フランス地方(出。 
における行政施設建設(吉℃ 
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F
E Z E S Z C
承翼手続(℃さのか合
5
弘 正 鈎 芯 ヨ き 同 )
は、震止される。  
行政機関に対して国を所有者の地位に量くこと
〈予算上の賃料(吉苦言言乱開企記号
ω )
〉の措置が試験的に導入きされているが、この措置は設階的に一般化される。さ
らに、大統領の決定に基づき、各不動産の占有は、今後各当事者の協定 
( E
主宰  
52
同)を記述した書類の中で合意お
Z2
- o g Z
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よび調整され、また定期的に見直しがなきれる。
ュ5 2 g t c s )
の最初の訟括の後、二 
七年一月一日に、この措量全体が中央行致機関に適
OO
現行の試行作業 
g u n -
用される。この適用の結果を鑑み、この措置は、地方合同庁舎(巳芯邸主にまで範閉が広げられる。特別な財産およびインフラ資産は、今後の作業の対象となる。地方公共団体
〈2 )
を含め、事務分散された役務
志
ω
EEEst
( 2 - Z 2 Z
- 0
の 色 。 ∞ )
および技官会議(わ
32
己ぬ 
巴 品 。  
ω
2t
を策定すること、
の自由な科展が許されている財産は、その特別な状況を考慮して取り扱われる。
この一環として、国春不動産の錐持 
ロ ぬ か ロ 雪 印
2 z c
出口
ζg
℃ 。  Z E E Z S )
を改善するため、財致監察職昌(宮名
立与さ
2 3 ω )
D Z
g n o ω )
の桂務が開始された。これは、二つの自的を・有する。すな
わち、①財産の維持・保全の職務を特定・専門化し、工事に関する政策的予灘を発展させること、②予算賃料の文脹において、安定的で、なおかつ管理者(拘 
同)
2 t s sZ)
の責在の京理に基づいた、財政上の規範(芯包
2
号出  
H H S 2 5 3
である。
予(計
算 
A、 情報システムに関して、不動産全体 
252
号ロ  
5 5 O F F - -
命。)を統合すること
( n E C
河 口 ∞ )
の整備プロジェクトの一環として、高性能の不動産管理情報システムが開発さ
れ、各省庁に提供される。
酉
いかにして組織を適・一泌させるか
ω
国有不動産監視評議会
予算・国家改革担当大臣は、自らが議長を務める〈国有不動産監視評議会 
( 2 5 a -
号 
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名
- 2 2
号 
2 5 5 0 Z E 2  
- 4
己主)〉を招集する。同評議会は、国宥不動産管理の改善の進捗状況を定期的に語査し、その方針について意見を
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述べることを任務とする。開放性分野の専門的な知識・能力によって選ばれた人物によって構成される。E - P 5
省庁の代表者によって構成される、現行の〈国有不動産政策方針委員会
号-丙冨丹)〉の結論は、同評議会に提出される。これら二つの機関(一三
2 5 2 E Z )
と透明性(同
55352
ゆ)を確保するために、国会議員、および当該
芯門
( B - 3 2 - Z 2 5 5 - 完 全  (gE
E 5 2 )
号宮℃
C E 5 5 5 5 0 '
の事務局は、共通で運営される。
含
ZZ
S F E Z S
これらの変更に伴い、〈国有不動産の資産価値向上に関する省中汀時委員会m E E C - 5℃
一5 5 0 σ
口 一 号 号  
り ん
国有慰産管理部
OO
二
00
六年二月一自に設立された国有財産管理部(フランス・ドメ
うした活動に関連して、
一 
件の提案自標を冨有叫財産管理部に対して設定している。また河管理部は、予算隻貸料の
片山片)〉は廃止される。
- d w
I
ヌ )
地方のレベルでは県知事によって代理 
( 2
胃
32
思)され、国有不動産資産の管理を担当する。
国有財産管理部は、計画に対して責任を負う機関として、[国有財産に関する]特到会計を管理するとともに、利用
されていない、またはよりよい活用条件のもとでは適当でない不動産の譲渡を実行する。二
は、予算・国家改革大臣の権援のもとで、
六年の予算法律は、こ
OO
( 5 - o
実施も担当する。
0 5 2 Z )
今後、富有財産管理部は、占嘉する行設機関(包
BEESZ
さらに同管理部は、省庁の庁舎の移転 
拘 
。 
0 2
己 目  
E
の撞剥義務を記した書類を作成する。
について、予算および前政の枠組みが遵守されることを監視し
ながら、省庁を撞助する。国有財産管理部は、各省の不動産責任者 
- E B O E r
円)
( E 5 2 2
円の専問的知識を拠り所と
して、占有する行政機関との謂整を罰りつつ任務を遂行する。
国有財産管理部は、その任務を最善の形で遂行 ため 、民間の専門家を補佐役として採居する。二 
七年一月
OO
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丘OD
) E H g m )  
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一一世を顛隈として、国有財産管理部が公会計総局 
( E 2 2 - S 5 5 5 -
品。 
宮与口一志向ど 
に移転
( 青 山 口 町 民
することは、その省庁間的な立場をより強めることとなるだろう。この持点で、省中汀に摂された役務に対する、第三者
t o 	
五
R O E -HC u n 機関による認証 
( 2EP
色 。 ロ )
の手続を開始する。二 
八年一丹一日には、この措置の機能に対する評値が下され
る 。
p_. 
ro 
E B o z - - P
円円。
その活動の中で最も大きな部分を占めていた、イル・ド・フランス地方における行政施設建設(百主主
EEO
ロ
} 守
の 何  
- ぜ 門  
- E E Z
号
mwHZ
ロ )
の承認手続(℃
52
舌言
円 門 誌 芯  
53
門)が消滅した結果、〈公的施設建設に関する委員会
2 5 E 2 1 Z Z )
広三ミコ言℃
E E m w t o
ロ
ZE51
己
σ
含
m o S U E - ω
吉 豆 一  
2 )
〉は露止される。国土の整嬬と競争力のための省庁関委
員会(己主民主き
一 三  
が、その勉の機能を継承する。〈不動産戦略に関する複数年震計画〉は、この機関
に引き継がれる。
結語
不動産管理に関する急速な改善、実行に移された手段、およびこれらによって得られた最初の成果は、国家改革の作
( g S E E - s z o
業全鉢の流れをくむものである。その目的は、利用者に対して最も安い錨格で最もよい役務を提供するために、それぞ
れの場合において管理の実務を改善することに為る。

OO
予算・富家改革大呈は、各省の官房長と定期的に現状分析を行う。また、首相通達は、国の不動産に関する作業( 守 口 。  
口 一  
可 。 込 角 川 円 一 何 百 件 )  
の全体的な枠組みを定める。
( 1 )  	
ここに示すのは、河日の閣議決定の声明書 
ロ )
の翻訳である。見出しの番号および[
〕内の文丑一口辻、訳者
(木村)が付したものである。 
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